




































　福祉国家という言葉の語源は、古くは 16-17 世紀のイギリス ･ エリザベス
時代の公衆福祉（Common Weal）1 という言葉や、19 世紀ドイツの福祉助成
（Wohlfahrtstaat）という言葉に遡ることができるが、Welfare State（福祉国家）
という言葉そのものが使われるようになったのは 20 世紀に入ってからである。
　モーリス ･ ブルースの『福祉国家への歩み』2 によると、1930 年代後半にアルフ
レッド ･ チンメルンが Power State（権力国家）に対比して使ったのが最初で、
その後 1941 年にイギリス国教会の聖職者ウィリアム ･ テンプルが、ナチスドイツ
の戦争国家（Warfare State）を批判してイギリスの国家理念を福祉国家（Welfare 
State）と呼んだという 3。一方、スウェーデン研究の第一人者 ･ 宮本太郎によると、







1　16 世紀後半から 17 世紀初めにかけて行われたブライドウェル（矯正院）や旧救貧法などのイン
グランドにおける総称。

































が、その概念 ･ 定義については、これまでに多くの学者 ･ 研究者や政治家によっ
て様々に語られてきた。例えば、「国家が経済を管理しつつ国民の生存権を保障す
6　それは「大砲かバターか」ではなく、「大砲もバターも」という国家政策であった。
















味で説得力がある。宮本は 3 通りの定義がある 10 として、①広義には「社会保障の
4 本柱（社会保険、公的扶助、社会手当、社会福祉サービス）が揃っていて、社会
保障給付が一定規模―指標として社会保障給付費の対国民所得比 11 が 10% 超―
に達している国」。この定義によれば、OECD（Organization for Economic Co-









（田多英範「福祉国家資本主義の過去現在」[『週刊社会保障』2010 年 9 月 27 日号 ]）を言う。
9　 ここで普遍的とは、福祉 ･ 社会保障の対象を身分や所得などで選別して一部の者に限定せず、
給付 ･ サービスが誰でも等しく受けられるということ。
10　岡沢憲芙 ･ 連合総合生活開発研究所、前掲書、36-37 頁
11　日本の社会保障給付費の対国民所得比は1976（昭和51）年度に10%を超えて10.34%となった。
なお 2011（平成 23）年度現在では 31.00%。
12　社会支出の対国民総支出比（2009 年度 :OECD）は、フランス 32.41%、スウェーデン



























DIO』204 号 [2008 年、7 頁 ] と、山口二郎・宮本太郎・坪郷實編著『ポスト福祉国家とソー
シャルガバナンス』［ミネルヴァ書房、2005 年］を参照）
14　この総合的なあり方とは、「社会的経済的かつイデオロギー的な大きな枠組み」。












































として、キリスト教の歴史 ･ 伝統をあげ、特に 16 世紀の宗教改革に着目して以下
のように指摘している。



























いる 20。同様の指摘は、日本で生まれ育ったアメリカ人のマルガリータ ･ エステベ




































































































負担急増の隘路から脱け出し、ワーク ･ ライフ ･ バランス（仕事と家庭 ･ 余暇と












的な規模で推進していくことでもある。この意味では、1993 年に EU（European 
Union: 欧州連合）が結成され、また 1999 年には域内単一通貨（ユーロ）が導入さ
れてヨーロッパ先進諸国の政治的経済的な結びつきが強化されるとともに、社会保







27　カ－ル ･ グンナ－ ･ ミュルダ－ル、北川一雄監訳『福祉国家を超えて―福祉国家での経済計
画とその国際的意味関連』（ダイヤモンド社、1963 年）を参照。
28　例えば、オランダの「均等待遇原則」は 2008 年 11 月に EU 全体のル－ルになった。
キリストと世界　第25号　　佐川英美
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金 ･ 医療制度は抜本的な改革が行われた。特筆すべきは、ILO（International 
Labour Organization: 国際労働機関）第 128 号条約（1967 年）29 に準拠した老齢
年金水準の設定と大幅な引き上げ、年金物価スライド制（物価上昇による年金額
の自動改定措置） の導入、医療保険制度における家族給付率 7 割への引き上げ、高
額療養費制度（自己負担限度額） の導入などである。また 1976（昭和 51）年に






日本は西欧先進国より 1 ～ 2 周遅れながらも福祉国家への道を歩もうとしていた








･ 中負担」路線である。この方針は中曽根内閣の第二次臨時行政調査会が 1982 （昭















ようになった）。国際比較（2009 年度 :OECD）では、スウェ－デン 62.5%、フランス 60.1%、




































公的住宅資金融資、法人税 ･ 所得税の累進課税などの廃止を主張した。（Milton Friedman, 
Captalism and Freedom, Chicago: University of Chicago Press, 1962. ［邦訳：村井章子訳
『資本主義と自由』日経 BP クラシックス、2008 年］）
33　主な改正は、2002（平成 14）年 : 医療保険の給付率引き下げ（本人 3 割自己負担の導入）、2004（平










































































本にキリスト教が伝えられて、カトリックは約 460 年、プロテスタントは約 150
年しか経っておらず、豊臣時代、江戸時代には禁教されていたので、日本のキリス

















動への支出割合は 30% 弱にのぼるという指摘 40 もある。この背景には、キリスト
38　稲垣（2012 年）、前掲書、18 頁
39　スウェ－デン（約 300 の市町村の他に約 2,500 の教区がある）では、かつて、教区の福祉事業
を賄うため教会税（地方個人所得税 1.2%）を徴収してきたが、2000 年にスウェ－デン国教会
が国から独立した存在になったことに伴い廃止された。なおこれに代わって「教会料」（教会
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